
 

令 和 ２ 年 1 2 月 1 8 日 

港 湾 局 産 業 港 湾 課 

カーボンニュートラルポート検討会を開催します 

～水素等を活用したカーボンニュートラルポートの形成を通じた脱炭素社会の実現に向けて～ 
 

国土交通省では、国際物流の結節点・産業拠点となる港湾において、水素、アンモニア

等の次世代エネルギーの大量輸入や貯蔵、利活用等を図るとともに、脱炭素化に配慮した

港湾機能の高度化等を通じて温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする「カーボンニュ

ートラルポート（CNP）」の形成に取り組むこととしました。 

今般、全国での CNP 形成を目指すため、６地域において CNP 検討会を開催します。 

 

○ 背景 

本年 10 月、第 203 回国会冒頭の菅内閣総理大臣の所信表明演説において、2050 年カー

ボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことが宣言されました。カーボンニュー

トラルを目指す上で不可欠な重要分野である水素は、発電、運輸、産業等幅広い分野に

おける脱炭素化に貢献できるエネルギーであり、IEA（国際エネルギー機関）のレポート

（2019 年）では、多様なエネルギー課題を解決する水素の利用拡大のため、工業集積港

を水素利用拡大の中枢にすることが提言されています。 

こうした中、国土交通省では、我が国の輸出入の 99.6％を取り扱い、国際物流の結節

点・産業拠点となる港湾において、次世代エネルギーの大量輸入や貯蔵、利活用等を図

るとともに、脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化や臨海部産業の集積を通じて CNP を

形成し、水素等を活用した我が国全体の脱炭素社会の実現に貢献していきます。 

このため、港湾における次世代エネルギーの需要や利活用方策、導入上の課題等につ

いて、まずは６地域において CNP 検討会を開催します。今後、各地域での検討結果を踏

まえ、CNP 形成のためのマニュアルを作成しつつ、全国の港湾における CNP の形成を目指

します。また、今後、検討会の結果も踏まえつつ、国土交通省と資源エネルギー庁が連

携し、水素等を活用した CNP の実現に向け、水素等の需要のポテンシャルや利用にあた

っての技術的な課題の調査・検討等を進めていく予定です。 
 

○ 対象港湾 

コンテナターミナル、バルクターミナルのうち、多様な産業が集積する以下の６地

域の港湾を事例として抽出し、CNP 検討会を各地域で開催します。 

 小名浜港、横浜港・川崎港、新潟港、名古屋港、神戸港、徳山下松港 
 

○ 構成：地方整備局、港湾管理者、地元自治体、民間事業者等【調整中】 
※そのほか、地方運輸局等と連携しながら検討を行います。 

 

○ 今後のスケジュール 

・ 各地域において、年度内に３回程度の検討会を開催 

・ 検討結果を踏まえ、CNP 形成のためのマニュアル（初版）を作成 
※具体の開催日時や構成員等については、今後、各 CNP 検討会ごとにお知らせします。 

 

○ 概要：別紙をご参照下さい。 

 【問い合わせ先】 港湾局 産業港湾課   伊藤、一瀬 

（代表）03-5253-8111〔内線〕46-467、46-468（直通）03-5253-8679（FAX）03-5253-1651  
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神戸港

横浜港・川崎港

カーボンニュートラルポート検討会の対象港湾

海上（非コンテナ）
78.2％

海上コンテナ
21.4％

航空
0.4％

総貿易量
約12億
トン

日本の総貿易量の99.6％は港湾を経由

出典：港湾統計（2018年）
貿易統計（2018年）

港湾
99.6％



港湾を核とした次世代エネルギー（水素・アンモニア等）利活用の促進

部門別CO2排出量

火力発電所

【CO2排出量】 約11億3800万トン（2018年 ）
○エネルギー転換部門（製油所・発電所等）：
40.1％（約4.6億トン）

○産業部門： 25.0％（約2.9億トン）
（このうち、鉄鋼：約12％、化学工業：約5％ 等）

CO2排出量が多い港湾・臨海部は、次世代エネルギー利活用（製造、貯蔵・輸送、利用）のポテンシャルが高い

製油所

製鉄所
石油化学コンビナート

出典 数字で見る港湾2020より

製油所、発電所、製鉄所、化学工業は主に港湾・臨海部に立地

製油所・発電所等、鉄鋼、化学工業のシェア：約６割

出典 温室効果ガスインベントリオフィス
全国地球温暖化防止活動推進センターウェブサイト（http://www.jccca.org/）より

※高炉を所有する製鉄所のみ記載



カーボンニュートラルポート（CNP）のイメージ（コンテナターミナル等）

水素ステーション

ヤード照明

次世代エネルギー
輸入拠点

※RTG：タイヤ式門型クレーン（Rubber Tired Gantry crane)

ガントリークレーン

次世代エネルギー燃料
輸送船

リーファー電源

次世代エネルギー燃料
輸入拠点

ストラドルキャリア

トレーラー等向け
水素ステーションの整備

照明灯

照明灯 次世代エネルギー
輸送船

コンテナトレーラー
（FCV）

ストラドルキャリア
（FC）

荷役機械RTG
（FC）

ガントリークレーン
（FC）

※FCV：燃料電池自動車（Fuel Cell Vehicle）

コンテナトレーラー

※FC：燃料電池（Fuel Cell）

陸電供給

臨海部冷蔵倉庫等における
次世代エネルギー利活用の拡大

再生可能エネルギー由来の
電力等による船舶への陸上電力供給

港湾荷役機械への
燃料電池導入

船舶への次世代エネルギー
供給体制の強化

次世代エネルギー燃料船の開発
トレーラー等への
燃料電池導入

水素ステーション

コンテナトレーラー

水素発電
コージェネシステム

冷蔵倉庫等

次世代エネルギー燃料船

陸電供給

次世代エネルギー輸出入・配送
拠点となる港湾施設の整備

荷役機械RTG

出典：豊通エア・リキードハイドロジェンエナジー(株)HP

出典：HySTRA HP 出典：川崎重工(株)HP出典：トヨタ自動車(株)HP



気体での輸送

各企業輸送先等へ

水素ステーション 次世代エネルギー
輸入拠点

次世代エネルギー
輸送船

横持ちトラック
（FCV） 水素輸送

LNG輸送船

※FCV：燃料電池自動車（Fuel Cell Vehicle）

工作機械
（FC）

※MCH：メチルシクロヘキサン

石炭（NH3等）・LNG（H2等）
火力発電への混焼によるCO2削減

次世代エネルギー輸出入・配送
拠点となる港湾施設の整備

臨海コンビナート産業における
次世代エネルギー利活用の拡大

カーボンニュートラルポート（CNP）のイメージ（バルクターミナル等）

次世代エネルギー
燃料船

※FC：燃料電池（Fuel Cell）

港湾荷役機械への
燃料電池導入

横持ちトラック輸送等への
燃料電池導入

横持ち輸送

水素等輸送

MCH、アンモニア、CO2等
輸送船

MCH、アンモニア、CO2等
貯蔵タンク

水素タンク

LNGタンク

次世代エネルギー燃料
輸送船水素パイプライン

水素ステーション

トラック等向け
水素ステーションの整備

水素等
専焼発電次世代エネルギー

貯蔵施設整備

洋上風力発電由来等の
水素輸送ネットワーク構築

CO2輸送・利活用

次世代エネルギー活用
型産業の立地促進

出典：豊通エア・リキードハイドロジェンエナジー(株)HP イメージ 出典：常盤港運(株)HP イメージ 出典：山九海陸(株)HP
液体での輸送
出典：岩谷産業(株)HP出典：HySTRA HP 出典：川崎重工(株)  HP



世界的な脱炭素化への動きや政府方針等を踏まえ、我が国の輸出入の99.6%を取り扱い、海陸の国際物流の結節点となり産業
拠点ともなる港湾において、立地企業や港運・物流事業者等の多様なニーズを踏まえつつ、脱炭素化に配慮した港湾機能の高度
化を通じて、カーボンニュートラルの実現に貢献していく。

（参考）脱炭素化に配慮した港湾機能の高度化（イメージ）

アマモ場

海洋は陸域と同等量の
CO2を吸収

※藻場や浅場等の海洋生態系により蓄積される炭素

ブルーカーボン（※）生態系の活用可能性の検討次世代エネルギーの活用の検討

ＬＮＧバンカリング拠点の形成

セキュリティを確保した「非接触型」のデジタル物流システムの構築

東京湾エリア
(2021年～)

伊勢湾・三河湾
エリア
(2020年～)

LNG燃料船

ＬＮＧバンカリングのイメージ

LNG燃料供給船

洋上風力発電の導入・脱炭素化の推進（イメージ）

※洋上風力発電の余剰電力を
活用した水素生成も視野に検討陸上電力

供給設備

船舶

岸壁

接岸中の船舶への
電力供給（陸電）を、
化石燃料からカーボ
ンニュートラルな電力
に切り替える。

船舶への陸上電力供給の推進

港湾荷役機械等への燃料電池導入、カーボン
ニュートラルな電力の活用等に取り組む。

港湾・空間の高度化

港湾を経由した次世代エネルギーの利活用（製造・輸送・貯蔵・利用等）（イメージ）

※企業による次世代エネルギーの利活用の例

バイオマス燃料・
ＬＮＧ・水素等
を製造 【海外】

海上輸送
我が国港湾にて荷揚げ・貯蔵

出典： 国際エネルギー機関（ＩＥＡ）
配送 脱炭素化に取り組む

立地企業が利活用

港湾・物流の高度化

カーボンニュートラルの
実現に貢献

ローリー・パイプライン等

国内海上輸送ネットワークを活用した
脱炭素化の推進

洋上風力発電

余剰
電力

バイオ燃料等 水素

資源化

水素等
資源化

洋上風力発電

電力
系統へ

電力
系統へ

供給

余剰
電力

バイオマス燃料・
ＬＮＧ・水素等の輸入

フェリー・
ＲＯＲＯ

バイオ燃料等 水素

立地産業

物流施設（冷凍・
冷蔵倉庫） 等


